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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　インク滴を吐出することによって記録媒体に画像を記録する記録ヘッドを有するインク
ジェット記録装置であって、
　前記記録ヘッド下方において記録媒体を搬送する搬送手段と、
　その搬送手段により搬送される記録媒体をその下面から支持する頂部と、その頂部から
離隔するに従って下方へ向かう傾斜部とを有する支持体と、
　その支持体を前記記録媒体の搬送方向またはその反対方向へ駆動する駆動手段と、
　その駆動手段により前記支持体を駆動して、前記搬送手段により搬送される記録媒体に
追従して前記支持体を搬送方向に移動させる追従手段と、
　その追従手段により前記記録媒体に追従して前記支持体が移動させられる追従移動範囲
よりも、搬送方向上流側または搬送方向下流側において、前記支持体を傾動させ、前記記
録ヘッド下方に搬送された記録媒体に、前記傾斜部を接触させる支持体清掃手段とを備え
ることを特徴とするインクジェット記録装置。
【請求項２】
　前記支持体よりも搬送方向上流側において前記記録媒体を挟持する上流側挟持手段と、
　前記支持体よりも搬送方向下流側において前記記録媒体を挟持する下流側挟持手段とを
備え、
　前記支持体清掃手段は、少なくとも１枚の記録媒体が前記上流側挟持手段と前記下流側
挟持手段とにより挟持された状態で、前記支持体を傾動させるものであることを特徴とす
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る請求項１記載のインクジェット記録装置。
【請求項３】
　前記支持体は、前記追従移動範囲の搬送方向上流側に位置する上流側移動範囲から、前
記追従移動範囲の搬送方向下流側に位置する下流側移動範囲までを、前記追従移動範囲を
経由して、前記搬送方向に往復移動可能に設けられたものであり、
　前記支持体清掃手段は、記録媒体に前記頂部が接触した状態の支持体を前記駆動手段に
より駆動して前記追従移動範囲から前記上流側移動範囲または下流側移動範囲まで移動さ
せると共に、その上流側移動範囲または下流側移動範囲において、前記支持体を傾動させ
、前記記録媒体に前記傾斜部を接触させるものであることを特徴とする請求項１または２
に記載のインクジェット記録装置。
【請求項４】
　前記支持体清掃手段は、前記上流側移動範囲と下流側移動範囲との間において前記追従
移動範囲を経由して前記支持体を移動させる間、前記搬送手段により搬送される記録媒体
の搬送方向速度が、前記支持体の搬送方向速度と異なるように、前記駆動手段を制御する
ものであることを特徴とする請求項３記載のインクジェット記録装置。
【請求項５】
　前記支持体清掃手段は、前記支持体清掃手段により前記支持体が前記搬送方向の反対方
向へ移動される間、前記搬送手段による記録媒体の搬送を停止することを特徴とする請求
項３または４に記載のインクジェット記録装置。
【請求項６】
　前記支持体の搬送方向またはその反対方向への移動を案内する案内手段を備え、
　その案内手段は、前記上流側移動範囲および前記下流側移動範囲において、前記追従移
動範囲から離隔するほど上方へ向かうように前記支持体を案内するものであることを特徴
とする請求項３から５のいずれかに記載のインクジェット記録装置。
【請求項７】
　前記案内手段により上方へ案内された支持体と前記記録ヘッドとが接触しない位置へ、
前記記録ヘッドを待避させる待避手段を備えることを特徴とする請求項６記載のインクジ
ェット記録装置。
【請求項８】
　前記案内手段は、搬送方向上流側端部および下流側端部が上方へ向けて円弧状に持ち上
がるラックギアと、前記支持体に連結されそのラックギアと噛み合うピニオンギアとを備
えることを特徴とする請求項６または７に記載のインクジェット記録装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明はインクジェット記録装置に関し、特に、記録ヘッド下方において搬送される記
録媒体の下面を支持する支持体の傾斜部を好適に清掃することができるインクジェット記
録装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　インクジェット記録装置は、多数のノズルが並設された記録ヘッドを備えている。画像
が記録されるべき記録用紙は、この記録ヘッドの下方に搬送される。記録ヘッドは、主走
査方向（記録用紙の搬送方向に直交する方向）に移動されつつ所定のタイミングで上記ノ
ズルからインク滴を吐出し、これにより、当該記録用紙に画像が記録される。近年のイン
クジェット記録装置は、例えば画像を写真印刷のように記録用紙に記録する機能を備えて
いる。このような画像記録は、記録用紙の縁に余白が設けられることなく行われるもので
あって、いわゆる「縁なし記録」と称される。
【０００３】
　縁なし記録が行われるときは、記録ヘッドは、記録用紙の縁を超えて当該記録用紙の外
側にまでインクを吐出する。例えば、記録用紙の前端及び後端における縁なし記録では、
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上記多数のノズルのうちの一部のノズルが当該記録用紙の縁よりも外側に配置されるよう
に、当該記録用紙が当該記録ヘッドに対して位置決めされ、当該ノズルから当該記録用紙
の下方に配置されるプラテン上にインク滴が吐出されるようになっている。その結果、プ
ラテン上には、はみ出たインクが付着することとなる。
【０００４】
　このインクによって記録用紙裏面が汚されることを防止するために、例えば、ノズルに
対向する範囲において、プラテンの上部に主走査方向に延びる溝を設ける構成が提案され
ている。このようにすれば、ノズルが配設された範囲では、記録用紙が、プラテンに設け
られた溝の上に配置され、プラテンに接触しないので、汚れを防止できる。
【０００５】
　しかしながら、このようにすると、記録用紙が、プラテンに設けられた溝の上において
、鉛直方向下向きに撓み、当該溝内に落ち込むように変形してしまう。記録用紙の撓みに
より記録ヘッドのノズルと当該記録用紙の表面との距離が変化すると、記録不良が生じる
可能性がある。
【０００６】
　よって、このような不都合を解消するために、従来では、上記プラテンの溝内に用紙支
持部材が設けられ、この用紙支持部材が記録用紙の下面を支持しつつ、搬送される記録用
紙に追従して回動されるようになっている。これにより、記録用紙は、上記プラテンの溝
の上を搬送されるときでも、記録ヘッドとの間の距離が一定に保たれることとなる（例え
ば、特許文献１参照）。
【０００７】
　さらに、上述したような用紙支持体は、搬送方向上流側に向かうにつれて下方へ向かう
傾斜部を有する形状とされている場合がある。このようにすれば、搬送方向から送られて
くる記録用紙の先頭が、その傾斜部をスムーズに滑って用紙支持体頂部により支持される
こととなり、用紙ジャムを招き難い。
【特許文献１】特開２００５－１５３１４３号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかしながら、インクジェット記録装置においては、印刷時に意図した用紙サイズ以外
の用紙を誤って挿入してしまうことがある。誤挿入用紙が印刷しようとしたサイズより大
きい場合は周辺の余白が大きくなることで装置に対するダメージはないが、印刷しようと
した画像サイズより小さい記録用紙を誤って挿入した場合には、記録用紙をはみ出したイ
ンクが用紙支持部を汚す。また、上記のようなユーザの誤操作がない場合でも、記録ヘッ
ドから吐出されたインクのミストが用紙支持部に付着する場合がある。このように、記録
用紙からはみ出たインクによって用紙支持部が汚れ、さらに、その用紙支持部に付着した
インクが次の記録用紙の裏面に転写され、記録用紙汚れを発生させる。よって、適宜、用
紙支持部を清掃する必要があるが、用紙支持体に上述のような傾斜部が設けられている場
合には、特に、清掃し難いという問題点があった。例えば、用紙支持体上で清掃用のベル
トを摺動させて用紙支持体上に付着したインクを拭き取ろうとしても、傾斜部にはそのベ
ルトが当接し難く、インクの拭き取りが困難である。
【０００９】
　本発明は、上記問題点を解決するためになされたものであり、記録ヘッド下方において
搬送される記録媒体の下面を支持する支持体の傾斜部を好適に清掃することができるイン
クジェット記録装置を提供することを目的としている。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　この目的を達成するために、請求項１記載のインクジェット記録装置は、インク滴を吐
出することによって記録媒体に画像を記録する記録ヘッドを有するものであって、前記記
録ヘッド下方において記録媒体を搬送する搬送手段と、その搬送手段により搬送される記
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録媒体をその下面から支持する頂部と、その頂部から離隔するに従って下方へ向かう傾斜
部とを有する支持体と、その支持体を前記記録媒体の搬送方向またはその反対方向へ駆動
する駆動手段と、その駆動手段により前記支持体を駆動して、前記搬送手段により搬送さ
れる記録媒体に追従して前記支持体を搬送方向に移動させる追従手段と、その追従手段に
より前記記録媒体に追従して前記支持体が移動させられる追従移動範囲よりも、搬送方向
上流側または搬送方向下流側において、前記支持体を傾動させ、前記記録ヘッド下方に搬
送された記録媒体に、前記傾斜部を接触させる支持体清掃手段とを備えることを特徴とす
る。
【００１１】
　ここで、支持体を傾動させるとは、支持体の姿勢を傾けさせる全ての動作を含む意図で
あり、例えば、支持体を回動させる動作も含むものである。
【００１２】
　請求項２記載のインクジェット記録装置は、請求項１記載のインクジェット記録装置に
おいて、前記支持体よりも搬送方向上流側において前記記録媒体を挟持する上流側挟持手
段と、前記支持体よりも搬送方向下流側において前記記録媒体を挟持する下流側挟持手段
とを備え、前記支持体清掃手段は、少なくとも１枚の記録媒体が前記上流側挟持手段と前
記下流側挟持手段とにより挟持された状態で、前記支持体を傾動させるものであることを
特徴とする。
【００１３】
　請求項３記載のインクジェット記録装置は、請求項１または２に記載のインクジェット
記録装置において、前記支持体は、前記追従移動範囲の搬送方向上流側に位置する上流側
移動範囲から、前記追従移動範囲の搬送方向下流側に位置する下流側移動範囲までを、前
記追従移動範囲を経由して、前記搬送方向に往復移動可能に設けられたものであり、前記
支持体清掃手段は、記録媒体に前記頂部が接触した状態の支持体を前記駆動手段により駆
動して前記追従移動範囲から前記上流側移動範囲または下流側移動範囲まで移動させると
共に、その上流側移動範囲または下流側移動範囲において、前記支持体を傾動させ、前記
記録媒体に前記傾斜部を接触させるものであることを特徴とする。
【００１４】
　請求項４記載のインクジェット記録装置は、請求項３記載のインクジェット記録装置に
おいて、前記支持体清掃手段は、前記上流側移動範囲と下流側移動範囲との間において前
記追従移動範囲を経由して前記支持体を移動させる間、前記搬送手段により搬送される記
録媒体の搬送方向速度が、前記支持体の搬送方向速度と異なるように、前記駆動手段を制
御するものである。
【００１５】
　請求項５記載のインクジェット記録装置は、請求項３または４に記載のインクジェット
記録装置において、前記支持体清掃手段は、前記支持体清掃手段により前記支持体が前記
搬送方向の反対方向へ移動される間、前記搬送手段による記録媒体の搬送を停止すること
を特徴とする。
【００１６】
　請求項６記載のインクジェット記録装置は、請求項３から５のいずれかに記載のインク
ジェット記録装置において、前記支持体の搬送方向またはその反対方向への移動を案内す
る案内手段を備え、その案内手段は、前記上流側移動範囲および前記下流側移動範囲にお
いて、前記追従移動範囲から離隔するほど上方へ向かうように前記支持体を案内するもの
であることを特徴とする。
【００１７】
　請求項７記載のインクジェット記録装置は、請求項６記載のインクジェット記録装置に
おいて、前記案内手段により上方へ案内された支持体と前記記録ヘッドとが接触しない位
置へ、前記記録ヘッドを待避させる待避手段を備えることを特徴とする。
【００１８】
　請求項８記載のインクジェット記録装置は、請求項６または７に記載のインクジェット
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記録装置において、前記案内手段は、搬送方向上流側端部および下流側端部が上方へ向け
て円弧状に持ち上がるラックギアと、前記支持体に連結されそのラックギアと噛み合うピ
ニオンギアとを備えることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１９】
　請求項１記載のインクジェット記録装置によれば、記録媒体に追従して前記支持体が移
動させられる追従移動範囲よりも、搬送方向上流側または搬送方向下流側において、支持
体が傾動させられ、記録ヘッド下方に搬送された記録媒体に、傾斜部が接触させられるの
で、支持体の傾斜部に付着したインクを記録媒体により拭き取り、清掃することができる
という効果がある。また、支持体の傾動は、追従移動範囲よりも搬送方向上流側または搬
送方向下流側において行われるので、追従移動範囲の構成が複雑化することを抑制するこ
とができるという効果がある。
【００２０】
　請求項２記載のインクジェット記録装置によれば、請求項１記載のインクジェット記録
装置の奏する効果に加え、支持体清掃手段は、少なくとも１枚の記録媒体が上流側挟持手
段と前記下流側挟持手段とにより挟持された状態で、支持体を傾動させるので、拭き取り
に用いる記録媒体の弛みを抑制し、高い清掃効果が得られるという効果がある。
【００２１】
　請求項３記載のインクジェット記録装置によれば、請求項１または２に記載のインクジ
ェット記録装置の奏する効果に加え、支持体清掃手段は、記録媒体に頂部が接触した状態
の支持体を駆動手段により駆動して追従移動範囲から上流側移動範囲または下流側移動範
囲まで移動させるので、追従移動範囲から上流側移動範囲または下流側移動範囲まで支持
体を移動させるために要する時間を有効に利用して、支持体の頂部に付着したインクを記
録媒体により拭き取り、清掃することができるという効果がある。
【００２２】
　請求項４記載のインクジェット記録装置によれば、請求項３記載のインクジェット記録
装置の奏する効果に加え、上流側移動範囲と下流側移動範囲との間において追従移動範囲
を経由して支持体を移動させる間、搬送手段により搬送される記録媒体の搬送方向速度が
、支持体の搬送方向速度と異なるように、駆動手段が制御されるので、支持体と記録媒体
とが、互いに対し相対的に移動させられ、高い清掃効果が得られるという効果がある。
【００２３】
　請求項５記載のインクジェット記録装置によれば、請求項３または４に記載のインクジ
ェット記録装置の奏する効果に加え、支持体が搬送方向の反対方向へ移動される間は、記
録媒体の搬送が停止されるので、支持体の拭き取りは、常に記録媒体の新しい面で行われ
ることとなり、高い清掃効果が得られる。さらに、記録媒体の搬送を停止することにより
、長尺ではない記録媒体であっても、支持体を好適に清掃することができるという効果が
ある。
【００２４】
　請求項６記載のインクジェット記録装置によれば、請求項３から５のいずれかに記載の
インクジェット記録装置の奏する効果に加え、上流側移動範囲および下流側移動範囲にお
いて、前記追従移動範囲から離隔するほど上方へ向かうように支持体が案内されるので、
上流側移動範囲および下流側移動範囲において傾動させられた支持体は、記録媒体に押し
付けられることとなり、支持体の傾斜部に付着したインクを好適に清掃することができる
という効果がある。
【００２５】
　請求項７記載のインクジェット記録装置によれば、請求項６記載のインクジェット記録
装置の奏する効果に加え、案内手段により上方へ案内された支持体と記録ヘッドとが接触
しない位置へ、記録ヘッドが待避させられるので、支持体との衝突による記録ヘッドの破
損を抑制することができるという効果がある。
【００２６】
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　請求項８記載のインクジェット記録装置によれば、請求項６または７記載のインクジェ
ット記録装置の奏する効果に加え、上流側移動範囲および下流側移動範囲における支持部
の上昇と傾動とを、簡単な構成で実現することができるという効果がある。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２７】
　図１は、本発明の一実施形態に係る複合機１０（インクジェット記録装置）の外観斜視
図である。この複合機１０は、下部にプリンタ部１１を、上部にスキャナ部１２を一体的
に備えた多機能装置（ＭＦＤ：Multi　Function　Device）であり、プリンタ機能、スキ
ャナ機能、コピー機能、ファクシミリ機能を有する。この複合機１０のうちプリンタ部１
１が本発明に係るインクジェット記録装置に相当する。この複合機１０において、プリン
タ機能以外の機能は、任意のものであって省略されていてもよい。すなわち、本発明は、
スキャナ部１２がなく、スキャナ機能やコピー機能を有しない単機能のプリンタとして実
施されてもよい。
【００２８】
　複合機１０は、主に図示されていないパーソナルコンピュータと接続され、このパーソ
ナルコンピュータから送信される画像データや文書データを含む印刷データに基づいて、
記録用紙に画像や文書が記録される。ただし、複合機１０の使用態様はかかる態様に限定
されるものではなく、複合機１０がデジタルカメラ等の外部機器と接続され、デジタルカ
メラから出力される画像データが記録用紙に記録されたり、メモリカード等の各種記憶媒
体が複合機１０に装填され、この記憶媒体に記憶された画像データ等が記録用紙に記録さ
れることも可能である。なお、本明細書において開示される複合機１０の構成は、本発明
に係るインクジェット記録装置の一例であり、本発明の要旨を変更しない範囲で構成が適
宜変更され得るものであることは当然である。
【００２９】
　図１が示すように、プリンタ部１１は、正面に開口１３が形成されており、この開口１
３から一部が露呈するようにして給紙トレイ１４及び排紙トレイ１５が上下２段に設けら
れている。給紙トレイ１４は、記録用紙を貯蔵するためのものである。この給紙トレイ１
４に収容された記録用紙は、プリンタ部１１の内部へ給送され、所望の画像が記録された
後に排紙トレイ１５へ排出されるようになっている。
【００３０】
　図１に示すように、複合機１０の正面上部に操作パネル２０が設けられている。この操
作パネル２０は、プリンタ部１１やスキャナ部１２を操作するための各種操作ボタンや液
晶表示部を備えている。複合機１０は、この操作パネル２０からの操作指示に基づいて動
作する。また、複合機１０がパーソナルコンピュータに接続されている場合には、当該複
合機１０は、パーソナルコンピュータからプリンタドライバ又はスキャナドライバを介し
て送信される指示に基づいても動作する。さらに、複合機１０の正面にスロット部２１が
設けられている。記憶媒体である各種小型メモリカードは、このスロット部２１に装填さ
れるようになっている。操作パネル２０からの入力に基づいて、スロット部２１に装填さ
れた小型メモリカードに記録された画像データが読み出され、この画像データに関する情
報が液晶表示部に表示され、あるいは、任意の画像がプリンタ部１１により記録用紙に記
録される。
【００３１】
　図２は、プリンタ部１１の構成を模式的に示す断面図である。記録ヘッド３９は、後述
するキャリッジ３８（図３参照）に搭載され、主走査方向（図２の紙面垂直方向）に往復
移動される。この記録ヘッド３９と別個独立して、インクカートリッジ（図示せず）が複
合機１０内に配置されている。インクカートリッジからシアン（Ｃ）・マゼンタ（Ｍ）・
イエロー（Ｙ）・ブラック（Ｂｋ）の各色インクが記録ヘッド３９に供給される。プラテ
ン４２は、記録ヘッド３９と対向配置され、この記録ヘッド３９の下方に配置されている
。プラテン４２は、搬送される記録用紙を支持する。インクが供給された記録ヘッド３９
は、各インクを微小なインク滴としてプラテン４２側に吐出する。記録ヘッド３９が搭載
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されたキャリッジ３８が往復移動（走査）されることにより、プラテン４２上を搬送され
る記録用紙に画像記録が行われる。
【００３２】
　また、図２に示すように、給紙トレイ１４に積載された記録用紙に当接する給紙ローラ
２５は、積載された記録用紙を１枚ずつ分離し、搬送路２３へ供給する。給紙された記録
用紙は、搬送路２３に沿って下方から上方へＵターンするように案内されて記録ヘッド３
９下方に至り、記録ヘッド３９により画像記録が行われた後に排紙トレイ１５（図１参照
）に排出される。なお、給紙された記録用紙を記録ヘッド３９下方まで搬送する方向を搬
送方向と称する。
【００３３】
　図２に示すように、プラテン４２の搬送方向上流側には、給紙トレイ１４から給紙され
た記録用紙をプラテン４２上へ搬送する搬送ローラ６０と、その搬送ローラ６０との間で
記録用紙を挟持する押さえ部６１が設けられている。搬送ローラ６０と押さえ部６１とは
上流側挟持手段の一例である。
【００３４】
　一方、プラテン４２の搬送方向下流側には、記録済みの記録用紙を搬送する搬送手段の
一例である排紙ローラ６２と、その排紙ローラ６２との間で記録用紙を挟持する拍車ロー
ラ６３とが設けられている。排紙ローラ６２と拍車ローラ６３とは下流側挟持手段の一例
である。搬送ローラ６０及び排紙ローラ６２は、ＬＦモータ７１（図１４参照）により駆
動され、記録用紙を所定の改行幅で間欠的に送る。
【００３５】
　搬送ローラ６０の回転と排紙ローラ６２の回転とは同期されている。そして、搬送ロー
ラ６０に設けられたロータリエンコーダ（図示せず）が、搬送ローラ６０と共に回転する
エンコーダディスクをフォトインタラプタで検出することにより、搬送ローラ６０及び排
紙ローラ６２の回転が制御されている。
【００３６】
　また、図２に示すように、搬送ローラ６０よりも搬送方向上流側における搬送路２３に
は、レジストセンサ２６が配設されている。レジストセンサ２６は、搬送路２３に突出し
て設けられ、搬送される記録用紙に接触することにより、記録用紙の有無を検出する。
【００３７】
　また、図２に示すように、給紙トレイ１４には、用紙有無検知センサ２７が配設される
。この用紙有無検知センサ２７は、給紙トレイ１４に記録用紙が積層されているか否かを
検出するためのセンサである。
【００３８】
　図３は、プリンタ部１１の主要な構成を示す斜視図である。図３に示すように、プリン
タ部１１は、キャリッジ３８と、記録ヘッド３９と、プラテン４２を備えている。なお、
図３においては、キャリッジ３８の主走査方向への移動を案内するガイドフレームの図示
を省略している。
【００３９】
　図３に示すように、記録ヘッド３９による画像形成範囲には、プラテン４２が配設され
る。一方、主走査方向端である、記録ヘッド３９による画像形成が行われない範囲には、
パージ機構や廃インクトレイ等が設けられたメンテナンスユニット４８が配設されている
。これらメンテナンスユニット４８により、記録ヘッド３９内の気泡や混色インクの除去
等のメンテナンスが行われる。
【００４０】
　なお、本実施形態に係る複合機１０は、４色のインクで画像記録を行うものであるが、
本発明に係るインクジェット記録装置においてインク色の数は特に限定されず、例えば、
６色インクや８色インクにより画像記録を行う場合には、インクカートリッジを増やすこ
とが可能であることは勿論である。
【００４１】



(8) JP 4670840 B2 2011.4.13

10

20

30

40

50

　図４は、プラテン４２を上側から見た斜視図であり、図５は、プラテン４２の平面図で
あり、図６は、プラテン４２を下側から見た斜視図である。このプラテン４２は、前述の
ように、記録ヘッド３９に対向して配置されており、図４に示す矢印４５方向へ搬送され
る記録用紙をその下面から支持する。
【００４２】
　このプラテン４２は、フレーム４１と、支持体の一例である可動リブ４６と、駆動手段
の一例である駆動機構５１（図６参照）とを備えている。
【００４３】
　フレーム４１は、例えば合成樹脂や鋼板からなり、プラテン４２の骨格を構成し、複合
機１０に係止固定されている。図５に示すように、このフレーム４１の上面４７には、複
数のスリット５２が設けられている。このスリット５２は、上面４７の搬送方向上流側端
部から下流側端部まで延びている。そして、このスリット５２からは、フレーム４１内に
設けられた可動リブ４６の先端が上方に突出している。
【００４４】
　また、図４に示すように、フレーム４１内側の主走査方向端には、フレーム４１を主走
査方向に貫通すると共に搬送方向（矢印４５方向）を長手方向とする溝４９が設けられて
いる。この溝４９には、搬送方向上流側端と搬送方向下流側端とが、上方へ向けて持ち上
がる傾斜が設けられている。
【００４５】
　そして、この溝４９は、後述する可動リブ４６から突設された係合ピン５０が係合され
る。また、図６に示すように、溝４９の下方には、溝４９の長手方向に沿って、搬送方向
上流側端と搬送方向下流側端とが、上方へ向けて円弧状に持ち上がるラックギア４１１が
設けられている。ラックギア４１１には、後述する可動リブ４６に設けられたピニオンギ
ア７８が噛み合わされる。この溝４９と、ラックギア４１１とにより、可動リブ４６の搬
送方向への往復移動が案内される。溝４９、係合ピン５０、ラックギア４１１、ピニオン
ギア７８は、案内手段の一例である。
【００４６】
　図７は、フレーム４１内に設けられ、搬送方向またはその反対方向へスライド可能な可
動リブ４６を示す斜視図である。図７に示すように、可動リブ４６は、箱状に形成された
ベース７６と、矩形の薄肉板状部材７７とを有する。可動リブ４６は、合成樹脂又は金属
から構成され得る。
【００４７】
　薄肉板状部材７７は、ベース７６と一体的に形成されている。薄肉板状部材７７は、頂
部７７１と、その頂部７７１に隣接すると共にその頂部７７１から搬送方向またはその反
対側へ離隔するにつれて下方へ向かう傾斜部７７２とが設けられた山状を呈している。こ
の薄肉板状部材７７は、ベース７６の上面に、主走査方向に沿って所定間隔で並設されて
いる。この所定間隔とは、上記スリット５２のピッチに対応されている。したがって、複
数の薄肉板状部材７７が、上記各スリット５２から上方に突き出している。
【００４８】
　図７に示すように、ベース７６の主走査方向端には、係合ピン５０およびピニオンギア
７８が設けられている。この係合ピン５０が上述した溝４９に係合され（図４参照）、且
つ、ピニオンギア７８が上述したラックギア４１１に噛み合わされる。
【００４９】
　図８を参照して、可動リブ４６を搬送方向に往復移動させるための駆動機構について説
明する。図８は、プラテン４２の底面図である。図８に示すように、プラテン４２には、
可動リブ４６を駆動するための駆動機構５１が設けられている。駆動機構５１は、可動リ
ブ４６を搬送方向移動させるための動力伝達機構であって、図７が示すように、回転板５
１２と、揺動部材５１３と、軸５１４とが設けられている。
【００５０】
　回転板５１２は、円盤状に形成されており、回転中心軸５１５によって回転可能に支持
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されている。この回転中心軸５１５は固定されており、回転板５１２の中心に挿通されて
いる。この回転板５１２の回転力は、排紙ローラ６２から伝達されるが、この伝達に係る
伝動機構の図示は省略する。図８に示すように、この回転板５１２は、円形溝５１６を備
えている。この円形溝５１６に揺動部材５１３の基端部が係合するようになっている。
【００５１】
　揺動部材５１３は、揺動中心軸５１７によって回転自在に支持されている。揺動部材５
１３の基端部には、上方に突出する係合ピンが設けられており、その係合ピンが、回転板
５１２の円形溝５１６に嵌め込まれている。係合ピンが円形溝５１６に沿って相対移動す
ることにより、揺動部材５１３は、揺動中心軸５１７を中心にして回転する。すなわち、
揺動部材５１３は、この揺動中心軸５１７を中心にして揺動し、これにより、揺動部材５
１３の先端部は、揺動中心軸５１７を中心とする円弧状をスライドすることになる。
【００５２】
　さらに、揺動部材５１３の先端は、可動プラテン４６のベース７６と相対回転可能に連
結されている。よって、揺動部材５１３の先端部が揺動中心軸５１７を中心として円弧状
にスライドすると、可動プラテン４６が搬送方向またはその反対方向へスライド移動する
こととなる。
【００５３】
　さらにベース７６底面側には、ベース７６に対して相対回転可能な軸５１４が設けられ
ている。この軸５１４は、ベース７６はその軸方向中央部がベース７６に連結されると共
に、にその先端には、上述したピニオンギア７８が設けられている。よって、可動プラテ
ン４６が搬送方向またはその反対方向へスライド移動すると、軸５１４は、回転しつつベ
ース７６と共に搬送方向またはその反対方向へ移動するが、軸の先端５１４に設けられた
ピニオンギア７８と、それに噛み合うラックギア４１１とにより、ベース７６は傾くこと
なく移動することができる。
【００５４】
　したがって、前述のように揺動部材５１３が揺動し、揺動部材５１３先端が揺動中心軸
５１６を中心とする円弧状をスライドさせることにより、可動リブ４６がフレーム４１上
を摺動し、搬送方向（図６に示す矢印１２２方向）またはその反対方向へ移動される。
【００５５】
　図９を参照して、可動リブ４６の動作について説明する。図９は、可動リブ４６を模式
的に示す側面図であり、（ａ）は、画像形成時における可動リブ４６の動作を説明する図
であり、（ｂ）は、可動リブ４６の清掃時における動作を説明する図である。なお、図９
（ａ）において、Ｌ０は、記録ヘッド３９下面のノズル形成範囲を示しており、Ｌ２は、
可動リブ４６が水平移動する水平移動範囲を示している。また、図９に示す図は模式図で
あって、各部材の形状および各部材間の大小関係は正確には図示していない。
【００５６】
　記録ヘッド３９による画像形成を開始する際に、記録用紙がプラテン４２の直前まで搬
送されてくると、可動リブ４６は、水平移動範囲Ｌ２の搬送方向上流側（搬送ローラ６０
側）端へ移動して記録用紙を迎える。
【００５７】
　その後、可動リブ４６は、記録用紙の前端部をその下面側から支持したまま、水平方向
移動範囲Ｌ２の搬送方向下流側端まで、その記録用紙に追従して搬送方向（矢印９１方向
）へ移動する。
【００５８】
　一方、記録用紙が搬送され、その記録用紙の後端部がプラテン４２上に到達した場合に
おいても、再び可動リブ４６が、水平移動範囲Ｌ２の搬送方向上流側（搬送ローラ６０側
）端へ移動して記録用紙の後端部を迎え、下面から支持すると共に、その記録用紙後端部
に追従して搬送方向（矢印９１方向）にスライドする。
【００５９】
　図９に示すように、可動リブ４６の水平移動範囲Ｌ２は、記録ヘッド３９下面のノズル
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形成範囲Ｌ１よりも搬送方向において長く設けられているから、記録用紙が、記録ヘッド
３９下面に形成されたノズルのうち搬送方向上流側端に位置するノズルを通過してから搬
送方向下流側端に位置するノズルを通過するまでの間、記録用紙の前端部および後端部が
、可動リブ４６に下面側から支持されて、撓むことなく搬送される。その結果、記録ヘッ
ド３９からインク滴の吐出が行われる間、記録用紙と記録ヘッド３９との距離が一定に保
たれ、高画質印刷が実現される。
【００６０】
　図９（ｂ）を参照して、清掃時における可動リブ４６の動作を説明する。図９（ｂ）に
おいて、Ｌ２は上述したように、可動リブ４６の水平移動範囲を示し、Ｌ１は、可動リブ
４６の移動範囲のうち、水平移動範囲Ｌ２よりも搬送方向下流側において可動リブ４６が
移動する範囲を示し、Ｌ３は、可動リブ４６の移動範囲のうち、水平移動範囲Ｌ２よりも
搬送方向上流側において可動リブ４６が移動する範囲を示す。清掃を開始する時、可動リ
ブ４６は、水平移動範囲Ｌ２の搬送方向中央位置である初期位置から、搬送方向下流側の
移動範囲Ｌ１まで移動し、そこから、水平移動範囲Ｌ２を経由して、搬送方向上流側の移
動範囲Ｌ３まで移動し、最後に初期位置へ戻る。
【００６１】
　上述したように、プラテン４２のフレーム４１には、搬送方向両端において、可動リブ
４９を上方へ案内する溝４９およびラックギア４１１が設けられているから、移動範囲Ｌ

１，Ｌ３において、可動リブ４６は傾動させられる。これにより、傾斜部７７２が記録ヘ
ッド３９下方へ搬送された記録用紙に接触する。このようにすれば、傾斜部７７に付着し
たインクを記録媒体により拭き取り、清掃することができる。また、可動リブ４９の傾動
は、水平移動範囲Ｌ２よりも搬送方向上流側または搬送方向下流側において行われるので
、水平移動範囲Ｌ２の構成が複雑化することを抑制できる。
【００６２】
　また、１枚の記録用紙が搬送ローラ６０および押さえ部６１によって挟持され、同時に
排紙ローラ６２と拍車ローラ６３によっても挟持されている状態で、可動リブ４６が移動
範囲Ｌ３の端部まで移動させられ、傾動させられる。このようにすれば、拭き取りに用い
る記録用紙の弛みを抑制し、高い清掃効果が得られる。
【００６３】
　また、移動範囲Ｌ１，Ｌ３において可動リブ４６を往復移動させるとき、可動リブ４６
は、水平移動範囲Ｌ２を経由することとなるが、このときは、可動リブ４６の頂部７７１
が記録用紙に接触しているので、可動リブ４６の頂部に付着したインクを、記録用紙によ
り拭き取ることができる。
【００６４】
　また、可動リブ４６の清掃時において、移動範囲Ｌ３と移動範囲Ｌ１との間において可
動リブ４６を移動させる間、搬送ローラ６０および排紙ローラ６２により搬送される記録
用紙の搬送方向（矢印９１方向）速度と、可動リブ４６の搬送方向速度とが常に異なるよ
うに、両者が制御される。このようにすれば、可動リブ４６は、常に記録用紙に対し相対
的に移動するので、高い清掃効果が得られる。
【００６５】
　また、可動リブ４６を搬送方向の反対方向へ移動させるときは、記録用紙の搬送は停止
する。すなわち搬送速度が０とされる。このようにすれば、可動リブ４６の拭き取りは、
常に記録用紙の新しい面で行われることとなり、高い清掃効果が得られると共に、長尺で
はない記録用紙であっても、可動リブ４６を好適に清掃することができる。
【００６６】
　なお、図９においては、各部材を見易く図示するために、各部材間の位置関係は正確に
は図示されていない。実際には、記録ヘッド３９と、記録用紙との間のギャップはごく僅
かである。上述したように、清掃のために可動リブ４６を傾動させるときには、可動リブ
４６は、溝４９およびラックギア４１１に案内されて上昇させられるから、記録ヘッド３
９と記録用紙との間のギャップを小としたまま、可動リブ４６を清掃すると、記録ヘッド
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３９と可動リブ４６とが衝突するおそれがある。そこで、本実施形態では、稼動リブ４６
の清掃時には、記録ヘッド３９を上昇させて記録用紙との間のギャップを大とすることと
している。記録ヘッド３９を上昇させるための構成については、図１０から図１３を参照
して後述する。
【００６７】
　図１０は、記録ヘッド３９を搭載したキャリッジ３８の外観構成を示す平面図である。
図１１（ａ）は、キャリッジ３８のX－X断面図であり、図１１（ｂ）は、（ａ）に示す断
面図の要部を拡大して示す要部拡大断面図である。図１２（ａ）は、ギャップ調整部材８
８をスライド移動させたキャリッジ３８の断面図であり、図１１（ａ）に対応する図であ
る。図１２（ｂ）は、（ａ）に示す断面図の要部を拡大して示す要部拡大断面図である。
なお、図１１、図１２は、模式的な断面図であって、各部材の相対的な大小関係を必ずし
も正確には図示していない。
【００６８】
　図１０および図１１に示すように、キャリッジ３８は、キャリッジ本体８５と、ガイド
フレーム４３，４４にそれぞれ摺接してキャリッジ本体８５を所定高さに支持する摺動部
材８６と、摺動部材８６を上方へ弾性付勢するコイルバネ８７と、キャリッジ本体８５と
摺動部材８６との間に介設されたギャップ調整部材８８とを具備する。摺動部材８６、コ
イルバネ８７、ギャップ調整部材８８は、ガイドフレーム４３，４４に対応して、キャリ
ッジ本体８５の記録用紙搬送方向両側にそれぞれ組み付けられているが、これらは同様の
構成なので、以下、記録用紙搬送方向上流側の構成を例に説明する。
【００６９】
　図１１に示すように、摺動部材８６は、摺接板８９と、摺接板８９から上方へ延出され
た足部９０とを有する。足部９０は、案内溝９２を有しており、その案内溝９２は、足部
９０の延出方向に形成され、足部９０の延出端（図１１の上側）に開口している。この案
内溝９２に、後述されるキャリッジ本体８５の支持リブ９８が嵌挿される。
【００７０】
　図１１に示すように、キャリッジ本体８５には、摺動部材８６の足部９０が挿通される
貫通孔９７と、摺動部材８６の案内溝９２に嵌入される支持リブ９８とが形成されている
。この支持リブ９８が、摺動部材８６の案内溝９２に嵌入されることにより、摺動部材８
６が、案内溝９２に沿って上下動可能に支持される。
【００７１】
　図１０及び図１１に示すように、ギャップ調整部材８８は、細長棒状の平板であり、摺
動部材８６と支持リブ９８との間に介設される。ギャップ調整部材８８は、その肉厚（図
１１の上下方向）がギャップ調整部材８８のスライド方向に３段階に変化されている。詳
細には、最も薄肉の薄肉部９９と、真ん中の中肉部１０１と、最も厚肉の厚肉部１０２と
が、一方向に肉厚が段階的に変化するように隣接して形成されている。
【００７２】
　ギャップ調整部材８８には、薄肉部９９，中肉部１０１，厚肉部１０２に渡って厚み方
向に貫通する長孔１０３が、ギャップ調整部材８８の短手方向の略中央に形成されている
。この長孔１０３に足部９０が貫通される。
【００７３】
　そして、コイルバネ８７の弾性付勢力が摺動部材８６に作用し、摺動部材８６は、支持
リブ９８が許容する上下動範囲内で最も上側に位置するように弾性付勢される。また、支
持リブ９８と摺動部材８６の摺接板８９との間には、ギャップ調整部材８８が介設されて
いるので、ギャップ調整部材８８の肉厚分だけ、摺動部材８６が弾性付勢力に反して下側
へ移動される。換言すれば、摺動部材８６に対し、キャリッジ本体８５が上昇させられる
。記録ヘッド３９を搭載したキャリッジ３８は、図１１（ａ）に図示したように、キャリ
ッジ本体８５の摺動部材８６により、ガイドフレーム４３，４４上の所定高さに支持され
ているので、摺動部材８６に対しキャリッジ本体８５を上昇させることにより、図１２（
ａ）に示すように、キャリッジ本体８５は、ガイドフレーム４３，４４に対し上昇する。
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【００７４】
　図１３は、キャリッジ３８およびそれに搭載された記録ヘッド３９を示す側面図であり
、図面に向かって右側の図は、キャリッジ３８の高さが３段階の真ん中の高さに設定され
ている状態を示し、図面に向かって左側の図は、キャリッジ３８の高さが３段階の最大の
高さに設定されている状態を示す図である。本実施形態では、通常画像形成時には、図１
３右側の図に示すように、キャリッジ３８の高さが３段階の真ん中の高さに設定されてい
るものとする。この３段階の真ん中の高さは、ギャップ調整部材８８の中肉部１０１が、
支持リブ９８と摺動部材８６の摺接板８９との間に介在された状態である。
【００７５】
　一方、上述した可動リブ４６の清掃時には、図１３左側の図に示すようにキャリッジ３
８の高さが３段階の最大高さに設定される。この３段階の最大の高さは、ギャップ調整部
材８８の厚肉部１０２が、支持リブ９８と摺動部材８６の摺接板３９との間に介在された
状態である。このようにすれば、記録ヘッド３９の下面をプラテン４２から遠ざけ、第２
高さＴ２へ上昇させられた可動リブ４６との衝突を防止することができる。なお、図１３
においては、ガイドフレーム４３，４４、および摺動部材８６の図示は省略されている。
【００７６】
　なお、図１１を参照して説明したように、ギャップ調節部材８８はキャリッジ３８から
外側へ突出しているので、制御部６４は、キャリッジ３８の高さを高くする場合には、キ
ャリッジ３８を移動させて、ギャップ調整部材８８の端部を所定の当接部位に当接させる
ことにより、ギャップ調整部材８８をキャリッジ本体８５に対して所望の位置へスライド
させ、キャリッジ３８の高さを調節することができる。
【００７７】
　図１４は、複合機１０の制御部６４の構成を示すブロック図である。制御部６４は、プ
リンタ部３のみでなくスキャナ部２も含む複合機１０の全体動作を制御するものであるが
、スキャナ部１２は本発明の主要な構成ではないので詳細な説明は省略する。制御部６４
は、図に示すように、ＣＰＵ（Central　Processing　Unit）６５、ＲＯＭ（Read　Only
　Memory）６６、ＲＡＭ（Random　Access　Memory）６７、ＥＥＰＲＯＭ（Electrically
　Erasable　and　Programmable　ROM）６８を主とするマイクロコンピュータとして構成
されており、バス６９を介してＡＳＩＣ（Application　Specific　Integrated　Circuit
）７０に接続されている。
【００７８】
　ＲＯＭ６６には、複合機１０の各種動作を制御するためのプログラム等が格納されてい
る。ＲＡＭ６７は、ＣＰＵ６５が上記プログラムを実行する際に用いる各種データを一時
的に記録する記憶領域又は作業領域として使用される。また、ＥＥＰＲＯＭ６８には、電
源オフ後も保持すべき設定やフラグ等が格納される。
【００７９】
　ＡＳＩＣ７０は、ＣＰＵ６５からの指令に従い、ＬＦ（搬送）モータ７１に通電する相
励磁信号等を生成して、該信号をＬＦモータ７１の駆動回路７２に付与し、該駆動回路７
２を介して駆動信号をＬＦモータ７１に通電することにより、ＬＦモータ７１の回転制御
を行っている。
【００８０】
　駆動回路７２は、給紙ローラ２５、搬送ローラ６０、排紙ローラ６２などに接続された
ＬＦモータ７１を駆動させるものであり、ＡＳＩＣ７０からの出力信号を受けて、ＬＦモ
ータ７１を回転するための電気信号を形成する。該電気信号を受けてＬＦモータ７１が回
転し、該ＬＦモータ７１の回転力がギアや駆動軸等からなる周知の駆動機構を介して、給
紙ローラ２５、搬送ローラ６０、排紙ローラ６２へ伝達される。
【００８１】
　ＡＳＩＣ７０は、ＣＰＵ６５からの指令に従い、ＣＲ（キャリッジ）モータ７３に通電
する相励磁信号等を生成して、該信号をＣＲモータ７３の駆動回路７４に付与し、該駆動
回路７４を介して駆動信号をＣＲモータ７３に通電することにより、ＣＲモータ７３の回
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転制御を行っている。
【００８２】
　駆動回路７４は、上記キャリッジ３８に接続されたＣＲモータ７３を駆動させるもので
あり、ＡＳＩＣ７０からの出力信号を受けて、ＣＲモータ７３を回転するための電気信号
を形成する。該電気信号を受けてＣＲモータ７３が回転し、該ＣＲモータ７３の回転力が
キャリッジ３８へ伝達されことによりキャリッジ３８が往復動される。
【００８３】
　駆動回路７５は、記録ヘッド３９から所定のタイミングでインクを記録用紙に対して選
択的に吐出させるものであり、ＣＰＵ６５から出力される駆動制御手順に基づいてＡＳＩ
Ｃ７０において生成された出力信号を受け、記録ヘッド３９を駆動制御する。
【００８４】
　ＡＳＩＣ７０には、スキャナ部１２や、複合機１０の操作指示を行うための操作パネル
２０、各種小型メモリカードが挿入されるスロット部２１、パソコン等の外部機器とパラ
レルケーブルやＵＳＢケーブルを介してデータの送受信を行うためのパラレルインタフェ
ース７８及びＵＳＢインタフェース７９、上述したレジストセンサ２６、用紙有無検知セ
ンサ２７等が接続されている。さらに、ファクシミリ機能を実現するためのＮＣＵ（Netw
ork　Control　Unit）８０やモデム（MODEM）８１が接続されている。
【００８５】
　図１５および図１６を参照して、上記のように構成された複合機１０において実行され
る縁なし印刷処理について説明する。図１５は、複合機１０により実行される縁なし印刷
処理を示したフローチャートであり、図１６は、図１５に示す縁なし印刷処理において実
行される可動リブ４６の清掃動作を模式的に示す説明図である。以下、適宜図１６を参照
しつつ、図１５に示す縁なし印刷処理について説明する。この縁なし印刷処理は、複合機
１０に対し、余白を設けない縁なし印刷の実行が指示される毎に実行される処理である。
【００８６】
　まず、縁なし印刷を行う画像形成処理を実行する（Ｓ３１）この画像形成処理では、記
録ヘッド３９は、インク滴をプラテン４２側に吐出すると共に、記録ヘッド３９が搭載さ
れたキャリッジ３８が往復移動（走査）されることにより、プラテン４２上の記録用紙に
画像記録が行われる。そして、搬送ローラ６０および排紙ローラ６２は、ＬＦモータ７１
（図１４参照）により駆動され、記録用紙を所定の改行幅で間欠的に送る。さらに、可動
リブ４６を駆動機構５１により駆動して、可動リブ４６を搬送される記録用紙に追従して
移動させる。
【００８７】
　次に、前回、可動リブ４６の清掃動作を行ったときから、縁なし印刷を行った回数を示
す変数ｉに１を加算する（Ｓ２）。次に、その変数ｉの値がｎ（例えば５）となったか否
かを判断する（Ｓ４）。変数ｉがｎ未満である場合（Ｓ４：Ｎｏ）、可動リブ４６の汚れ
は許容できる範囲内であると判断し、クリーニング処理を終了する。
【００８８】
　一方、変数ｉの値がｎと判断されると（Ｓ４：Ｙｅｓ）、可動リブ４６の清掃を実行す
べきタイミングであると判断し、給紙トレイ１４の記録用紙を給紙し、その記録用紙の搬
送方向先端が、排紙ローラ６２と拍車ローラ６３との間で挟持されるまで、記録用紙を搬
送する（Ｓ６）。
【００８９】
　次に、キャリッジ３８の高さを、上述したギャップ調整部材８８により調整して高くし
、記録ヘッド３９とプラテン４２とのギャップを大とすることにより、記録ヘッド３９を
上方へ待避させる（Ｓ８）。そして、記録用紙の一端が排紙ローラ６２と拍車ローラ６３
とで挟持され、且つその他端側が搬送ローラ６０と押さえ部６１とで挟持された状態で、
可動リブ４６を初期位置から水平移動範囲Ｌ２の搬送方向下流側端まで、移動速度Ｖリブ

０で移動させると共に、記録用紙を搬送方向へ搬送速度Ｖ紙０で移動させる（Ｓ１０）。
なお、以下は、可動リブ４６の移動速度をＶリブｋとし、記録用紙の搬送速度をＶ紙ｋ（
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ｋは整数）で表すものであり、ＶリブｋおよびＶ紙ｋはいずれも、記録用紙の搬送方向を
正とする値である。そして、図１５に示すクリーニング処理のＳ１０からＳ１８のステッ
プにおいては、常にＶリブｋ＞Ｖ紙ｋの関係が成立している。Ｓ１０のステップにおいて
も、記録用紙は、可動リブ７６よりも速い速度で搬送方向へ移動するから、その記録用紙
の下面に接触した可動リブ７６の頂部７７１が、常に記録用紙の新しい面によって拭き取
られることとなる。
【００９０】
　次に、水平移動範囲Ｌ２の搬送方向下流側端まで移動させられた可動リブ４６を、搬送
方向下流側の移動範囲Ｌ１へＶリブ１で移動させると共に、記録用紙をＶ紙１で搬送する
（Ｓ１２）。
【００９１】
　図１６に示すように、このとき、可動リブ４６は搬送方向上流側へ傾動し、搬送方向下
流側の傾斜部７７２が、記録用紙に接触し、その傾斜部７７２に付着したインクが記録用
紙によって拭き取られる。
【００９２】
　図１５に戻り説明する。次に、移動範囲Ｌ１の搬送方向下流側端まで移動させられた可
動リブ４６を、移動範囲Ｌ３の搬送方向上流側端まで移動させる（Ｓ１４）。
【００９３】
　図１６に示すように、移動範囲Ｌ３の搬送方向上流側端まで移動すると、可動リブ４６
は搬送方向下流側へ傾動し、搬送方向上流側の傾斜部７７２が、記録用紙に接触し、その
傾斜部７７２に付着したインクが記録用紙によって拭き取られる。なお、可動リブ４６が
搬送方向の反対方向へ移動する間、記録用紙の搬送は停止される（搬送速度が０とされる
）。
【００９４】
　図１５に戻り説明する。次に、移動範囲Ｌ３の搬送方向上流側端まで移動させられた可
動リブ４６を、水平移動範囲Ｌ２の搬送方向上流側端まで、Ｖリブ２で移動させると共に
、記録用紙をＶ紙２で搬送する（Ｓ１６）。そして、その可動リブ４６をＶリブ０で通常
位置へ戻すと共に、記録用紙をＶ紙０で搬送する（Ｓ１８）。
【００９５】
　次に、クリーニング用紙を排紙トレイ１５へ排紙する（Ｓ２０）。次に、キャリッジ３
８の高さをギャップ調整部材８８により調整し、記録ヘッド３９をメンテナンスユニット
４８（図３参照）へ移動させると共に、ノズルの乾燥を防止するために記録ヘッド３９を
キャッピングする（Ｓ２２）。そして、縁なし印刷を行った回数を示す変数ｉを０とし（
Ｓ２４）、操作パネル２０の液晶表示部に、クリーニング処理の終了を通知するメッセー
ジを表示し（Ｓ２６）、処理を終了する。
【００９６】
　本実施形態の複合機１０によれば、水平移動範囲Ｌ２よりも、搬送方向上流側または搬
送方向下流側において、可動リブ４６が傾動させられ、記録ヘッド３９下方に搬送された
記録用紙に、その傾斜部７７２が接触させられるので、可動リブ４６の傾斜部７７２に付
着したインクを記録用紙により拭き取り、清掃することができる。また、可動リブ４６の
傾動は、水平移動範囲Ｌ２よりも搬送方向上流側または搬送方向下流側において行われる
ので、水平移動範囲Ｌ２の構成が複雑化することを抑制することができる。
【００９７】
　図１６を参照して、上述した可動リブ４６の速度Ｖリブｋと、記録用紙の搬送速度Ｖ紙

ｋについてより詳細に説明する。
【００９８】
　図１６に示すように、水平移動範囲Ｌ２は十分な距離を有しているから、水平移動範囲
Ｌ２における記録用紙と可動リブ４６との間の相対移動距離は十分に大きく、可動リブ４
６の頂部７７１は記録用紙により好適に清掃される。
【００９９】
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　ここで、装置の大型化を抑制するために、移動範囲Ｌ１，Ｌ３搬送方向距離は、水平移
動範囲Ｌ２に比較して、十分な距離を設けることができない場合がある。このような場合
であっても、移動範囲Ｌ１，Ｌ３における記録用紙と可動リブ４６との間の相対移動距離
を、水平移動範囲Ｌ２と同程度にとることができれば、傾斜部７７２に対しても、頂部７
７１と同程度に高い清掃効果が期待できる。
【０１００】
　よって、本発明者は、以下のような数式を用いて、可動リブ４６の適切な速度Ｖリブｋ

と、記録用紙の搬送速度Ｖ紙ｋとの一例を導出した。なお、以下に示す速度はあくまで一
例であって、これに限定する意図ではない。
＜Ｖリブ１とＶ紙１の導出＞
　移動範囲Ｌ１の搬送方向距離をＬ１とし、水平移動範囲Ｌ２の搬送方向距離をＬ２とす
る。可動リブ４６が移動範囲Ｌ１において搬送方向下流側へ移動するときの記録用紙と可
動リブ４６との相対移動距離は、以下（１）で表される。
（Ｖ紙１－Ｖリブ１）＊ｔ１　　・・・（１）
但し、ｔ１は清掃時間
　一方、可動リブ４６が移動範囲Ｌ１において搬送方向下流側へ移動するとき、記録用紙
の搬送速度は０であるから、記録用紙と可動リブ４６との相対移動距離は、Ｌ１となる。
よって、移動範囲Ｌ１を移動する間における可動リブ４６と記録用紙との相対移動距離は
、以下（２）式で表される。 
（Ｖ紙１－Ｖリブ１）＊ｔ１＋Ｌ１　・・・（２）
　（２）式で表される相対移動距離が、水平移動範囲Ｌ２の搬送方向距離をＬ２と等しく
なれば良いので、以下（３）式が成立する。
（Ｖ紙１－Ｖリブ１）＊ｔ１＋Ｌ１＝Ｌ２　・・・（３）
　また、以下の式（４）が成り立つ。
Ｖリブ１＊ｔ１＝Ｌ１　　・・・（４）
　よって、（３）、（４）式を整理することにより、以下の（５）式が導出される。
Ｖリブ１＝（Ｌ１／Ｌ２）＊Ｖ紙１  ・・・（５）
＜Ｖリブ３とＶ紙３の導出＞
　上記Ｖ紙１とＶリブ１と同様の考え方により、下記（６）式が導出される。
Ｖリブ３＝（Ｌ１／Ｌ２）＊Ｖ紙３  ・・・（５）
　上記（５）式または（６）式を満たすＶ紙１とＶリブ１またはＶ紙３とＶリブ３とを用
いることにより、移動範囲Ｌ１，Ｌ３に十分な距離を確保することができない場合であっ
ても、傾斜部７７２を好適に清掃することができる。
【０１０１】
　以上、実施形態に基づき本発明を説明したが、本発明は上述した実施形態に何ら限定さ
れるものではなく、本発明の趣旨を逸脱しない範囲内で種々の改良変更が可能であること
は容易に推察できるものである。
【０１０２】
　例えば、上述した実施形態では、縁なし印刷の実行回数が所定回数以上となったことを
条件として、可動リブ４６の清掃動作を行っていた。これに替えて、所定時間毎に自動的
に、あるいは、ユーザからの指示に基づいて、可動リブ４６の清掃動作、すなわち、クリ
ーニング処理（図１５参照）におけるＳ６からＳ２２の処理を実行するように構成しても
良い。また、可動リブ４６の清掃動作のユーザ指示が、複合機１０に接続されたパーソナ
ルコンピュータから行われた場合には、その清掃動作の終了を通知するメッセージを、指
示が入力されたパーソナルコンピュータのモニターに表示するようにしても良い。
【０１０３】
　また、上述した実施形態では、可動リブ４６の薄肉板状部材７７の形状が山状であるも
のとして説明したが、頂部７７１と傾斜部７７２に相当する構成を有する形状であれば良
く、例えば、頂部７７１が平らに構成された台形状や、傾斜部７７２が円弧状に湾曲する
形状など他の形状であっても良い。
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【０１０４】
　また、上述した実施形態では、可動リブ４６の清掃時には、その可動リブ４６との衝突
を防止するために記録ヘッド３９を上方へ待避させていたが、これに替えて、記録ヘッド
３９をメンテナンスユニット４８が設けられた位置へ待避させるように構成しても良い。
このようにしても、記録ヘッド３９と可動リブ４６との衝突を防止することができる。
【０１０５】
　また、上述した実施形態では、可動リブ４６は、搬送方向下流側端へ移動させられたと
きには、搬送方向上流側端へ１回のみ傾動し、搬送方向上流側端へ移動させられたときに
は搬送方向下流側端へ１回のみ傾動されていたが、搬送方向上流側および下流側に往復し
て複数回傾動させられるものであっても良い。
【図面の簡単な説明】
【０１０６】
【図１】本発明の一実施形態に係る複合機の外観斜視図である。
【図２】プリンタ部の構成を模式的に示す断面図である。
【図３】プリンタ部の主要な構成を示す斜視図である。
【図４】プラテンを上側から見た斜視図である。
【図５】プラテンの平面図である。
【図６】プラテンを下側から見た斜視図である。
【図７】フレーム内に設けられた可動リブを示す斜視図である。
【図８】プラテンの底面図である。
【図９】可動リブを模式的に示す側面図であり、（ａ）は、画像形成時における可動リブ
の動作を説明する図であり、（ｂ）は、可動リブの清掃時における動作を説明する図であ
る。
【図１０】キャリッジの外観構成を示す拡大平面図である。
【図１１】（ａ）は、キャリッジのX－X断面図であり、（ｂ）は、（ａ）に示す断面図の
要部を拡大して示す図である。
【図１２】（ａ）は、ギャップ調整部材をスライド移動させたキャリッジのX－X断面図で
あり、（ｂ）は、（ａ）に示す断面図の要部を拡大して示す図である。
【図１３】キャリッジを示す側面図である。
【図１４】複合機の制御部の構成を示すブロック図である。
【図１５】複合機により実行されるクリーニング処理を示すフローチャートである。
【図１６】図１５に示すクリーニング処理の実行時における可動リブの動作を模式的に示
す説明図である。
【符号の説明】
【０１０７】
１０　　　　　　複合機（インクジェット記録装置）
３９　　　　　　記録ヘッド
４６　　　　　　可動リブ（支持体）
４９　　　　　　溝（案内手段）
５０　　　　　　係合ピン（案内手段）
５１　　　　　　駆動機構（駆動手段）
６０　　　　　　搬送ローラ（搬送手段、上流側挟持手段）
６１　　　　　　押さえ部（上流側挟持手段）
６２　　　　　　排紙ローラ（搬送手段、下流側挟持手段）
６３　　　　　　拍車ローラ（下流側挟持手段）
７８　　　　　　ピニオンギア（案内手段）
４１１　　　　　ラックギア（案内手段）
７７１　　　　　頂部
７７２　　　　　傾斜部
Ｌ１　　　　　　 移動範囲（下流側移動範囲）
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Ｌ２　　　　　　 追従移動範囲
Ｌ３　　　　　　 移動範囲（上流側移動範囲）
Ｖ紙ｋ　　　　　　搬送速度（記録媒体の搬送方向速度）
Ｖリブｋ　　　 　　移動速度（支持体の搬送方向速度）
Ｓ１　　　　　　画像形成処理（追従手段）
Ｓ８　　　　　　待避手段
Ｓ６～Ｓ２２　　支持体清掃手段
 

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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【図１１】 【図１２】

【図１３】 【図１４】
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【図１５】 【図１６】
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